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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本語教員のためのケース教材を開発し、それを用いた研修を行う
ことである。まず、日本語教員へのインタビュー調査を行い、インタビューで得られたエピソードからケース教
材を開発した。次に、日本語教育経験別に作ったグループに、ケース教材の内容をめぐる討論をしてもらい、討
論後にインタビュー調査を行った。討論の発話とインタビューの内容を分析し、ケース教材の修正とさらなる教
材の開発を行った。最後に、日本語教員を対象とした研修を開催し、研修への参加者へのアンケート調査の分析
から、ケース教材を用いた活動の有効性を明らかにするとともに、ケース教材の開発とそれを使った研修の運営
の留意点をまとめた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop case teaching materials for 
Japanese language instructors and conduct training using them. To begin with, we conducted 
interviews of Japanese language instructors and then developed case teaching materials from the 
episodes obtained in the interviews. Next, we arranged the instructors into groups by their 
experience in Japanese language teaching, had them discuss the contents of the case teaching 
materials and interviewed them after the discussions. Afterwards, we analyzed what was said in the 
discussions and interviews, and then revised the case teaching materials and developed more of them.
 Lastly, we held training for Japanese language instructors, and from analysis of training 
participant surveys we clarified the effectiveness of activities using the case teaching materials 
as well as summarized important points in development of the case teaching materials and management 
of training using the materials.

研究分野：日本語教育
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１．研究開始当初の背景 
本研究の目的は、日本語教員を対象とした
研修で用いるケース教材を開発することで
ある。ケース教材というのは、問題発生の経
緯と心情が当事者の視点で書かれた教材を
指す。近年、日本の大学・大学院等のさまざ
まな分野において、このようなケース教材を
用いた、ケースメソッド教授法が教育に取り
入れられている（竹内 2010）。この背景には、
学生が主体的に参加でき、かつ、より実践的
に学べる教育方法として、ケースメソッド教
授法が注目を浴びていることがあるだろう。 
 実践現場における問題を解決するには、自
らの経験や知識を総動員し、問題の原因を探
り、問題解決のための最善の方法を導き出す
必要がある。このためには、総合力、洞察力、
判断力が必要で、竹内（2010）は、これを「実
践力」と呼び、実践力の育成にはケースメソ
ッド教授法が有効であるとしている。 
このような教育の方法は、初等・中等教育
の現職の教員研修にも応用されている（安藤 
2009；岡田・竹鼻 2011）。安藤（2009）は、
現職の教員が自らの経験を分析することや、
他者と問題を共有し、自らを振り返る方法と
して「学校ケースメソッド」が有効であると
している。 
日本語教育の現場においても、日々さまざ
まな問題が発生し、それを解決していく実践
力が求められている。しかし、日本語教員向
けのケース教材の開発とそれを用いた教員
研修は、まだ行われていない状況であった。 
 
２．研究の目的 
 そこで、本研究では、日本語教員向けの教
員研修のためのケース教材を開発し、それを
用いた教員研修を行うことを目的とした。 
まず、日本語教員向けのケース教材を作成
した。次に、教員研修で実際に作成したケー
ス教材を使用することで、ケース教材や研修
の運営に関する問題点を明らかにした。以上
から得られた知見を踏まえ、作成したケース
教材の改善を図るとともに、その後のケース
教材の作成、ならびに、研修を実施に役立て
た。 
 以上の研究を実施することには、以下の三
つの意義があると考えた。まず、教員個人の
学びが期待できる。前述のようにケース教材
を用いた研修では、教員が自らの実践を振り
返り、他教員との討論を通じて、主体的に考
え、また、自らの教育観、学習観を更新し、
次の実践に学びを活かしいくことができる。
ケース教材を用いた研修を通して、このよう
な教員の成長が期待できる。 
 次に、教育機関への効果も期待できる。ケ
ース教材を用いた活動は、参加者の協働的な
学びを促進するものである。よって、ケース
教材を用いた研修が教育機関内や教員チー
ム内で実施されれば、教員間の相互理解や問
題意識の共有を図ることができる。その結果、
教育機関自体の問題の発見、解決につなげる

ことができるだろう。 
 最後に、本研究によって、ケースメソッド
教授法自体の認知度をあげていくことがで
きる。研修に参加した教員が主体的、協働的
な教育方法や学びを自ら経験することによ
って、その有効性を認知し、自ら指導する日
本語学習者や日本語教員を対象としたケー
ス教材を開発し、それを用いた教育実践を行
っていくことが期待できる。 
 以上、日本語教員向けのケース教材の開発
および、それを用いた研修の実施からは、研
修に参加した教員個人の学びが得られるだ
けではなく、教育機関の問題の解決や研修参
加者の教育方法の改善にもつながっていく
可能性がある。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は、以下の通りである。 
(1) ケース教材の作成 
ケース教材の作成にあたっては、9 名の研
究協力者とともにケース教材作成グループ
を組織した。グループメンバーとともに、27
名の日本語教員にインタビュー調査を行っ
た。インタビューより問題発生のエピソード
を抽出し、そのエピソードからケース教材を
作成した。 
さらに、日本語教員養成のための書籍、日
本語教育能力検定試験のシラバス等から、ケ
ース教材のテーマとなり得る項目を抽出し、
そこからケース教材を作成した。 
ケース教材作成グループメンバーと定期
的にケース教材検討会を開催し、メンバーが
作成したケース教材を持ち寄り、改善に向け
て、意見の交換を行った。 
 
(2) ケース教材を用いた実験的討論 
作成したケース教材をめぐるグループ討
論と討論後のインタビュー調査を行った。ケ
ース教材をめぐる討論は、参加者が自らの知
識と経験を振り返り、それを他者と共有する
ことが学びを促進するとしていることから、
日本語教育経験によって討論の内容と学び
に違いが出るのではないかと仮説を立てた。
そこで、16 名の研究協力者を日本語教育経験
のない大学院生（日本語教育学専攻）、日本
語教育経験が 3年未満の教員、3年以上 10 年
未満の教員、10 年以上の教員の四つのグルー
プに分け、ケース教材の内容をめぐる討論を
してもらった。使用したケース教材は、作文
の添削に関する「先生、間違いをぜんぶ直し
てください」である。 
討論の録音と、討論後に行ったインタビュ
ーをデータとして録音し、文字化したものを
質的に分析した。 
 
(3)日本語教員研修の実施 
 ケース教材を用いた日本語教員研修を全 4
回開催した。研修終了時に参加者にアンケー
ト調査を行った。アンケート調査で得られた
データは質的に分析し、その結果をケース教



材の作成および、次の研修の運営に還元した。 
 
４．研究成果 
(1)ケース教材の作成 
３の(1)に記載した方法によって、25 のケ
ース教材を完成させた。 
 
(2) ケース教材を用いた実験的討論 
ケース教材をめぐるグループ討論の録音
データ、ならびに、討論参加者へのインタビ
ュー調査の結果を分析した。その結果、ケー
ス教材を用いた討論の活動は、参加者の学び
を促す活動として肯定的に評価されたこと
がわかった。また、日本語教育経験によって、
適切なケース教材の内容と情報量が異なる
こと、討論活動の前に充分なアイスブレーキ
ングが必要であることが確認された。また、
参加者の日本語教育経験が同程度であるこ
とが概ね肯定的に評価されていたが、その一
方で、自身よりも教育経験が長い、あるいは、
短い教員との討論を望む声も聞かれた。 
 さらに、本研究は、ケース教材を用いた討
論の活動は、元来日本語教育経験がある現職
の教員に有効であるという前提で開始した
が、日本語教育学を専攻する教育経験のない
大学院生のグループにも討論をしてもらっ
た結果、教育経験がない参加者も有益な討論
ができ、その結果、学びが得ることができた。
ケース教材を用いた討論活動は、このような
日本語教育経験がない参加者にとっては、教
育現場における問題の予測やその対処方法
をより実践的に学ぶことができる活動とし
て、活用できることが明らかになった。 
 以上から、ケース教材作成にあたっては、
教育経験の有無、および、教育経験の長さを
意識する視点が重要であることが明らかに
なった。 
 
(3) 日本語教員研修の実施 
本研究で開発したケース教材を用いて行
った日本語教員研修の概要は、以下の通りで
ある。 
 
① 日本語学校の講師を対象とした勉強会 
日時：2014 年 9月 29 日 
参加者：某日本語学校の教員 52 名 
使用ケース教材： 
「ゲームやタスクは何のため」 
「ディスカッションがうまくいかない」 
 
② NPO 法人日本語教育研究所主催の研修 
日時：2015 年 3月 1日 
参加者：公募による 13 名 
使用ケース： 
「ピアレスポンスをしてみたけれど…」 
 
③ 日本語教育関連の研究会とケース教材作
成グループ共催のワークショップ 
日時：2016 年 6月 18 日 
参加者：研究会の会員および、一般公募によ

る 50 名 
使用ケース教材： 
「ディスカッションがうまくいかない」 
「授業外グループ活動：頑張った人も頑張ら
なかった人も同じ点数？」 
「ゲームやタスクは何のため？」 
 
④ ケース教材作成グループ主催のワークシ
ョップ 
日時：2017 年 3月 11 日 
参加者：24名 
使用ケース教材： 
「先生、間違いをぜんぶ直してください」 
「中級クラスで生教材を使うには？」 
「先生は『教えてくれる人』でしょう？」 
 
上記の①、③、④においては、参加者に対
するアンケート調査を行った。以下にアンケ
ート調査の結果をまとめる。 
まず、ケース教材を用いた日本語教員研修
は有意義であると評価された。 
次に、このように肯定的に評価をされた理
由は、他教員との討論によって具体的・実践
的なアイディアが得られたこと、多様な観点
や意見があることに気づいたこと、問題意識
の共有ができたこと、自己の教育観や学習観
に気づくことができたことの四つにまとめ
ることができた。 
さらに、ケース教材が自己の実践を振り返
る、また、他者との討論を活性化させる媒体
として有効に機能していることが確認され
た。 
最後に、ケース教材作成時に記載する情報
量、討論を始める前にグループ内で内容を確
認する必要性、グループ討論におけるファシ
リテーターの役割と討論への関与の仕方の 3
点が今後、継続して検討すべき事項として確
認された。 
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